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研究成果の概要（和文）：　中国の2 省5 市の排出枠取引市場について、GDP当たりCO2排出量の削減効果に関す
るパネルデータ分析を行った結果、排出枠取引市場の導入が排出原単位削減に寄与することを明らかにした。
　これらの都市で排出枠取引制度の対象となっている日系企業約120社を抽出し、インタビュー及びアンケート
調査により、CO２排出量の変動や排出枠の売買の状況、投資判断への影響等を分析した。
　さらに、これらの都市の排出枠取引制度を定性的・定量的に分析した結果、省エネや再エネ導入と排出量取引
制度を組み合わせ、エネルギー構造転換を通じてCO2排出削減を実現していることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　In this study, our econometric analysis of panel data found that the 
introduction of carbon market in the two provinces and five cities in China have contributed to the 
reduction of carbon emission per GDP. 
　We also analyzed a change of carbon emission level, trade volume of carbon emission allowance and 
an impact on investment decision among almost 120 Japanese companies covered by the emission trading
 system in these provinces and the cities. 
  Based on the both quantified and qualified analyses, we also found that the local governments 
promoted energy saving and renewable energy policy together with the emission trading system in 
order to realize carbon emission reduction through energy structure reform.

研究分野： 環境政策・環境社会システム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、排出量取引制度に係る市場取引データの定量分析及び実際の企業行動の変化に関する定性的分析
を通じて、排出枠取引制度の削減効果を定量的、定性的の両面から明らかにするとともに、削減効果を他の政策
による影響と分けて評価した点に学術的意義がある。
　また、多様な業種からなる120社に上る現地日系企業が排出量取引制度への対応に踏み出している実態を分析
することにより、我が国で排出量取引制度の導入の検討を進める上で参考となる知見を得ることができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
中国政府は、2009 年の気候変動枠組条約第 15 回締約国会議に先立ち、「2020 年までの

GDP 当たり CO2 排出量の 2005 年比 40-45%削減」目標を公約した。そして 2011 年公表の
第 12 次五か年計画では、脱石炭化や再生可能エネルギーの普及目標とともに、2015 年まで
に GDP 当たり CO2 排出量の 17％削減目標を設定し、その達成手段として排出枠取引市場を
確立するとした。 
その後、中国政府は、2 省 5 市（北京市、天津市、上海市、重慶市、深セン市、広東省及び

湖北省）を排出枠取引パイロット事業の実施地域に選定し、2013～2014 年に制度を開始した。
この経験を基に、2015 年 9 月の米中首脳会談では、GDP 当たり 60-65%という 2030 年の
CO2 排出量削減目標を達成するための手段として同制度を 2017 年から全国に展開すること
を表明した。 
これらの 2 省 5 市は、制度の対象業種、事業規模、排出枠の配分、排出量の第三者認証、

取引規則、遵守の仕組み等に関する諸規定をそれぞれ独自に整備してきた。しかも、五か年計
画におけるエネルギー集約度削減目標と排出枠取引における絶対量削減目標のずれに起因する
過剰な初期配分、両目標の不整合に伴う実施の困難、監視・記録・認証手続きの不備、エネル
ギー集約産業に対する執行の困難等の課題に直面している。 
その一方で、東京都の排出枠取引制度のように、排出枠取引それ自体だけでなく、排出枠取

引制度という柔軟性を持つ制度の活用可能性が、他の政策手段を補完して、企業の排出削減投
資に誘因を与えてきた事例も存在している。 
 
２．研究の目的 
本研究では、市場取引データの定量分析及び実際の企業行動の変化に関する定性的分析を通

じて、排出枠取引制度の削減効果を、市場取引による影響及び他の政策による影響に分けて評
価することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(A)排出枠取引市場を通じた CO2 排出量の削減効果の計量経済分析 
2 省 5 市の排出枠取引市場のそれぞれについて、パネルデータ分析を通じて、取引価格形成

メカニズムを解明し削減効果を検証した上で、削減効果に相違をもたらした要因を解明する。 
(B)排出枠取引制度による企業の CO2 排出削減行動の変化の分析 
2 省 5 市の排出枠取引制度対象企業の排出削減行動に関する聞き取り調査により、排出削減

量と削減手段を解明した上で、削減を行うに至った動機を解明する。 
(C)他の政策手段の効果の強化を通じた排出削減効果の評価 
研究項目 B の成果、及び東京都と米国地方温室効果ガスイニシアティブ（RGGI）の排出枠取

引制度の再検討結果に基づき、排出枠取引制度が他の政策手段への影響を通じて及ぼした削減
効果を検討する。 
 
４．研究成果 
(A)排出枠取引市場を通じた削減効果の計量経済分析 
パイロット事業 7都市の市場を対象に、取引対象となる温室効果ガスの種類、対象事業者の

範囲、総排出枠の設定と対象事業者への配分、測定・報告・認証体制の整備、罰則規定、対象
事業者以外の市場参加の有無、達成状況等に関する基礎データ、全国 31地域の 5カ年計画目標
達成状況データを整備した。これらを用い、7市場と 31 地域を対象に GDP 当たり CO2 排出量の
削減効果に関するパネルデータ分析を行った結果、排出枠取引市場の導入が排出原単位削減に
寄与することが明らかになった。また、GDP 当たりエネルギー消費量の削減、石炭消費比率の
低減も共通削減要因として機能することも確認できた。 
さらに、中国が世界に先駆けて国家レベルで導入を進めている再生可能エネルギー電力消費

目標規制とグリーン証書取引制度、電気自動車等新エネルギー自動車販売目標規制とクレジッ
ト取引制度についても分析を行い、これら広義のカーボンプライシング制度も炭素削減に寄与
する結論を得た。 
 
(B)排出枠取引制度の対象企業の排出削減行動の変化の分析 
7 都市のパイロット事業の政策動向及び全国制度の検討状況について、政策関連資料や現地

報道の分析、政府機関や排出権取引所への訪問、研究者との議論、研究会への参加等を通じて、
継続的な分析を行った。特に、排出枠の事後調整機能が排出総量の管理と企業の負担軽減に有
効な役割を果たしていることを確認した。 
さらに、各都市のパイロット事業の対象となる日系企業のリストを更新し、約 120 社を特定

し、製造業のみならずサービス業を含め多様な業種が対象となり幅広い影響を受けていること
を明らかにした。日系企業への訪問調査及びアンケート調査により、各社の生産量、二酸化炭
素排出量の変化とその要因、目標達成状況と排出枠売買の実績、制度対応の経済的負担、排出
枠価格の投資判断への影響と今後の見通し、削減対策を検討する上で影響のある政策、制度導
入前後の対策の導入状況、社内の体制、希望する支援策等を把握することができた。研究成果
の一部は、環境省の検討会資料として引用されたほか、主要紙で報道された。 



 
(C)他の政策手段の効果の強化を通じた排出削減効果の評価 
排出枠取引制度を、省エネや再生可能エネルギーの固定価格買取制度と同時に実施すると、

理論的には、排出枠価格の低下を招いて CO2 排出削減効果を相殺する。ドイツの排出枠取引の
事例分析から、これらの政策手段を同時に実施しつつ、エネルギー構造転換や CO2 排出削減の
効果を実現するには、再生可能エネルギーが技術的・政策的に正のフィードバック効果を持つ
ように、排出枠取引制度を設計することが不可欠であることを明らかにした。 
また、この知見を踏まえて中国の 2省 4都市の排出枠取引パイロット事業を定性的・定量的

に分析した結果、エネルギー構造転換を通じて CO2 排出削減を実現できるように、2 省 4 都市
がエネルギー政策を実施していることを明らかにし、理論とは異なる結果をもたらしうること
を証明した。 
今後は、中国が全国で排出枠取引制度を実施した場合、同様の効果が他の省や都市でも発現

できるかどうか、また、発現を可能にするための条件を整備することができるかどうかを検討
する。 
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